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監査委員の決算審査意見
　平成２３年度中頓別町各会計歳入歳出決算審査は、平成２４年６月２５日から８月２８日（中頓別町国民健康保険病院事業会計）、７月２５日から８月２８日（中頓別町一般会計等その他全会計）の日程で行われました。監査委員からの決算審査意見書の要旨をお知らせいたします。
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
決算審査意見書の要旨
（１）中頓別町国民健康保険病院事業会計
　　２３年度の病院事業の決算状況は、損益計算書で見ると１９，０００千円の純利益となり、累積欠損金は前年度に比べ減少し、２４９，０００千円となっている。

これは、平成１８年度からスタートした公営企業経営健全化計画に基づき、一般会計から繰出しを受けて、単年度欠損金を出さないようにした結果であるが、医業費用４億４千１百万円は、医業収益２億５千４百万円を１億８千７百万円上回ることになった。　　

病院事業を取り巻く環境は、過疎化による患者数の減少、医療スタッフ採用の困難など大変厳しい。一般会計からの繰入がなければ運営できないことは周知の事実であるが、経済性を発揮し、公共の福祉に資するという公営企業法の精神に則り、唯一の公的医療機関として住民の健康増進に寄与するため、医師２名体制の実現に努力するとともに、効率的な運営に努められたい。

なお、従来からの指摘のとおり、国保病院の会計（財務規則の特例規則）の制定並びに固定資産台帳と貸借対照表上の数値の乖離（かいり）の解消に努められたい。

　
	項　　　　目
	平成22年度
	平成23年度
	増減

	入院
	患者数
	延　数
	5,687人
	4,549人
	▲1,138人

	
	
	1日平均
	15.6人
	12.5人
	▲3.1人

	
	患者1人1日当り診療収入
	23,885円
	21,661円
	▲2,224円

	外来
	延　数
	延　数
	18,576人
	15,520人
	▲3,056人

	
	1日平均
	1日平均
	76.1人
	63.6人
	▲12.5人

	
	患者1人1日当り診療収入
	6,775円
	6,232円
	▲543円


　

（２）一般会計及び特別会計（国民健康保険病院事業会計を除く）
　　平成２２年度において、実質公債費比率21.7％（判断基準25.0以下）となり、早期健全化団体から脱却し、さらに平成23年度においては18.7％となり財政健全化の取り組みは着実にその成果を挙げている。

しかし、財政力が脆弱な本町にとっては、歳入の６割を超える地方交付税が財政健全化法４指標の算定基礎となる標準財政規模（分母）に大きく影響し、国の経済情勢、本町の人口減と共に将来の交付額増に光明を見出すことはできない。

平成２３年度末の公債借入残高（町債元金）は、64億２千３百万円（前年度末７１億３千２百万円）あり、本町の将来に重くのしかかっている。

このことから、さらなる行財政改革をすすめ、行財政基盤の強化を図ることが重要である。

審査の結果、前年度指摘事項に対する改善があったことは評価するが、下記について指摘事項が認められたので改善を図られたい。
　（指摘事項）

1 医師養成費貸付金について、平成２２年度分１６０万円、平成２３年度分２４０万円、合計４００万円の収入未済が生じている。契約書に基づき早急に回収に努められたい。

　②　「中頓別への移住を進める実行委員会」の負担金等について、本件については前年度の指摘事項であり、平成２３年度においても前年度と同様に本町から３０万円が負担金（企画費）として支出されている。

各構成団体にかかる負担割合等の規定がないこと、団体としての活動が年一回開かれる総会のみであり、日常の移住体験事業の事務のほとんどがまちづくり推進課において実施されている点などから、実行委員会を組織して負担金を交付するという意義は見出せない。

本町の事務事業として業務を進めるべきであり、早急に改善を図られたい。
3 　私費立替払について、本件についても前年度の指摘事項であり、平成２３年度においても前年度と同様に、ほぼ全部署で慣例的に行われている。

　　 平成２４年度に計画されている財務規則の全部改正にともない、資金前渡の方法が整備され、解消されることを期待する。

4 　民生調査委員への報酬について、本件についても前年度の指摘事項であるが、事情聴取により近隣町村を含めた１９町村の実態調査において、名称の差こそあれ、本町と同様の支給形態が確認された。また、本町の専門委員設置の根拠規定を、地方自治法第１７４条（常設又は臨時の専門委員を置くことができる。）としているが、ほとんどの町村は地方自治法第１３８条の４第３項（執行機関の付属機関）に求めている。

今後さらに調査研究を重ね、職務、報酬の支給について、法の趣旨に沿った改善を図られたい。　　

5 　町税等の滞納繰越分の徴収については、納税者義務者への催告、督促、さらに差押え処分も行われているが、平成２３年度においても地方税法第１８条第１項による不納欠損処分が町税、国民健康保険税合わせて565,873円発生している。

　　 納税者に対して不公平感を与え、納税意欲の低下を招くことがないよう、５年間の消滅時効の完成前に、納税義務者との合意による綿密な納付相談を行い、滞納額の減少に努めていただきたい。また、死亡者、行方不明者についてもこれまで以上に綿密な調査を行い、適切な措置を講じるよう努められたい。

6 　パラグライダー愛好会補助金について、平成２３年第４回臨時会（９月２６日）において、パラグライダー愛好会に対する地域づくり活動支援補助金として６０万円が補正予算として計上されたが、申請者の辞退により、未執行で全額が不用額となっている。
　　 申請者の活動に対する熱意、計画性、また、審査委員会の審査に対する厳格性が問われる結果となっている。その重要性を十分認識されたい。
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